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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光量を可変的に制御するシャッター装置の性能を評価するための光シャッターの性能評
価用分析装置であって、
時間的に周波数が変化する光を発生する光発生部と、
前記光発生部で発生した光の周波数スペクトル分布を計測する周波数スペクトル分析装置
と、
を備え、
前記周波数スペクトル分析装置は、前記シャッター装置が開閉動作せず開いている期間に
前記シャッター装置を通過した光の第１の周波数スペクトル分布を計測すると共に前記シ
ャッター装置が開閉動作している間を含む期間に前記シャッター装置を通過した光の第２
の周波数スペクトル分布を計測する第１の計測、並びに、前記シャッター装置が開閉動作
している間を含む期間において、前記シャッター装置を通過する前の光の第１の周波数ス
ペクトル分布を計測すると共に前記シャッター装置を通過した後の光の第２の周波数スペ
クトル分布を計測する第２の計測のいずれかを実行し、
前記第１の周波数スペクトル分布と前記第２の周波数スペクトル分布とに基づいて、前記
シャッター装置のシャッター速度または立ち上がり性能を評価することを特徴とする光シ
ャッターの性能評価用分析装置。
【請求項２】
　前記光発生部として、チャープパルスレーザーを用いたことを特徴とする請求項１記載
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の光シャッターの性能評価用分析装置。
【請求項３】
　前記第１の周波数スペクトル分布と前記第２の周波数スペクトル分布との強度比を演算
し、該強度比を周波数から時間の関数に変換し、時間の関数に変換された前記強度比に基
づいて、前記シャッター装置のシャッター速度または立ち上がり性能を評価することを特
徴とする請求項１又は２記載の光シャッターの性能評価用分析装置。
【請求項４】
　前記シャッター装置が閉じている所定時間における、前記時間の関数に変換された強度
比に基づいて、前記シャッター装置の遮光性能を評価することを特徴とする請求項３記載
の光シャッターの性能評価用分析装置。
【請求項５】
　前記時間の関数に変換された強度比の時間に関する増加又は減少の割合に基づいて、前
記シャッター装置のシャッター速度を評価することを特徴とする請求項３又は４記載の光
シャッターの性能評価用分析装置。 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光シャッターのシャッター速度及び遮光性能等を評価するための光シャッタ
ーの性能評価用分析装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　図５に、従来例による光シャッターの性能評価用分析装置の概略図を示す。この分析装
置では、光源２から発生する光１を光シャッター３に通し、その光を光電変換素子４によ
って電気的な信号に変換し、その時間波形をオシロスコープ５で計測することによって評
価している（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００３－２９５２４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上記の分析装置では、光電変換素子４によって計測システムの読み出し
に電気的な信号が用いられるため、電気的な雑音に弱いという欠点があった。また、時間
分解能が光電変換素子４及びオシロスコープ５の電気的な性能で制限されるという技術的
課題があった。
【０００４】
　従って、本発明は上記課題に鑑みてなされたものであり、本発明の目的は、時間分解能
に優れ且つ電気的な雑音に強い、光シャッターの性能評価用分析装置を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　即ち、本発明の光シャッターの性能評価用分析装置は、光量を可変的に制御するシャッ
ター装置の性能を評価するための光シャッターの性能評価用分析装置であって、時間的に
周波数が変化する光を発生する光発生部と、前記シャッター装置動作時及び非動作時それ
ぞれの周波数スペクトル分布、もしくは動作時の前記シャッター装置通過前後の周波数ス
ペクトル分布を計測するための周波数スペクトル分析装置を備えることを特徴とする。
【０００６】
　前記光発生部として、チャープパルスレーザーを用いることが好ましい。
【０００７】
　前記周波数スペクトル分析装置において、前記シャッター装置動作時及び非動作時の所
定の時間における周波数スペクトルの強度比を取ることによって前記シャッター装置の遮
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光性能を評価することができる。
【０００８】
　前記周波数スペクトル分析装置において、前記シャッター装置通過前後での周波数スペ
クトルの強度比を取ることによって、前記シャッター装置の遮光性能を評価することもで
きる。
【０００９】
　前記周波数スペクトルの強度比の増加又は減少の割合を測定することによって、前記シ
ャッター装置のシャッター速度を評価することができる。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、旧来の手法と比較して高い時間分解能での評価ができる。さらに、電
気的な雑音に強いため、電気的な雑音の多い周囲環境でも劣化の無い計測ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　図１に、本発明の一実施形態に係る光シャッターの性能評価用分析装置を示す。本分析
装置は、図中左側から順に、光源６、光シャッター３、分光器８、解析装置９により構成
される。光源６には、時間的に周波数が変化し、かつその変化が既知である光源が用いら
れている。時間的に周波数が変化し、かつその変化が既知である光源としては、例えば、
チャープパルスレーザーを用いることができる。
【００１２】
　光源６から出射されるレーザービーム７は、光シャッター３を通じて、分光器８に入射
する。このとき、光シャッター３を動作しない状態及び動作させた状態それぞれについて
、分光器８によって周波数スペクトルを取得する。また、光シャッター３を動作させた状
態でシャッター前後での周波数スペクトルを観測する。これらのスペクトル情報は解析装
置９にてデジタル情報として記憶後、これらの周波数スペクトルの構造を比較演算処理さ
れ、シャッターの遮光性能及びシャッター速度の情報として出力される。
【００１３】
　即ち、本光シャッターの性能評価用分析装置では、時間的に周波数が変化する光を使う
ため、ある時間でどの程度光がブロックされているかは、その時間に対応した周波数での
強度分布の比を見ることで評価できる。また、この強度分布の比の増加（減少）の速度が
シャッター速度となるため、遅いシャッター速度の場合は緩やかな強度の変化、早いシャ
ッター速度の場合は急峻な強度の変化として現れる。
【００１４】
　本分析装置によれば、時間的に変化する光をシャッター速度の分析に用いることにより
、高速の光電変換装置やオシロスコープが不要となり、従来の電気に変換する方法と比較
して、電気的な雑音に強く、高い時間分解での評価が可能となる。
【実施例】
【００１５】
　図１に示した構成の分析装置で実験を行った。光源６には、チャープパルスレーザーに
よって発生する時間的に変化した光を用いた。この光は、パルスあたりのエネルギーが１
ｍＪ、レーザー中心波長８１０ｎｍ、パルス幅４２０ｐｓ（半値全幅）、３２００ｐｓ／
ＰＨｚで周波数が時間的に変化する直線偏光のレーザービーム７を用いた。このレーザー
ビーム７を光シャッター３に入射し、光シャッター３により出射する光を分光器８に入射
し、シャッター動作時・非作時それぞれでの周波数スペクトルを解析装置９で記憶・演算
処理することによって、光シャッターの立ち上がり性能を評価した。
【００１６】
　図２に、分光器で取得したシャッター動作・非動作時それぞれの周波数スペクトルを示
す。解析装置９でこの周波数スペクトルのそれぞれの強度比を比較することによって、図
３に示す周波数に応じた比較情報となる。本実施例では、用いたレーザービーム７の周波
数が時間的に線形に変化した光パルスであってその量は３２００ｐｓ／ＰＨｚであるため
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、図３に示す比較情報を、図４に示すように、横軸を時間とする波形情報に書き換えるこ
とができる。これにより、１０％－９０％の消光になる時間が１２０ｐｓとなり、光シャ
ッターの立ち上がり性能の評価を達成することができた。これより、１ｎｓ以下の立ち上
がりを評価できる高性能の光電変換素子やオシロスコープが無くても、本装置によって評
価できることが分かった。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施形態に係る光シャッターの性能評価用分析装置を示す概略図であ
る。
【図２】実施例における周波数スペクトルの計測結果を示すグラフである。
【図３】実施例における解析装置によって見出されたシャッター動作・非動作のスペクト
ルの比に関する分析結果を示すグラフである。
【図４】実施例におけるシャッター速度に関する分析結果（時間表示）を示すグラフであ
る。
【図５】従来例による光シャッターの性能評価用分析装置の概略図である。
【符号の説明】
【００１８】
　１　光
　２　光源
　３　光シャッター
　４　光電変換素子
　５　オシロスコープ
　６　光源
　７　レーザービーム
　８　分光器
　９　解析装置
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